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基本的な考え方基本的な考え方

＜社会保障における国と地方の関係＞

・ 国は、国民のすべての生活部面において、社会保障の向
上及び増進に努める義務を負っている。社会保障は、全国
民に対して一定水準のサービスを保障するという国民的合
意の下で実施されてきている。

一方、地方は、住民の福祉増進を図る観点から、年金な
ど地域ごとの実施になじまないものを除き、社会保障の実
施主体として役割を分担している。

また、市町村の役割を重視し権限移譲を進めるなど、地
方の役割が重視されてきている。

＜急速な少子高齢化への対応＞

・ 今日、急速な少子高齢化が進行する中で、国、都道府県、
市町村が、重層的な形で協力・分担しながら、社会保障を
支えていくことがより一層重要になってきている。

次ページに続く



こうした中で、例えば少子高齢化に対応して社会サービ
スの充実が急がれる分野などについて、国家的事業として、
国が主導的立場で積極的に施策を推進していく必要がある。

＜国と地方の役割分担の見直し＞

・ 国と地方が協力・分担する中で、社会経済情勢の推移、
事務事業の地方公共団体への同化・定着の状況などを念頭
に置いて、国と地方の役割分担や財政負担の在り方が見直
されてきている。

この見直しに当たっては、国の関与の度合の強さ、地域
住民に与える利益の程度、国と地方の財政状況等を総合的
に勘案し、国が主体的に関わっていく必要がある事業につ
いては、その度合に応じて国が責任を持って施策を推進す
る手段を確保するとともに、地方においては、自主性、独
自性を活かしつつ、応分の責任を持って取り組んでもらう
必要がある。
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地方６団体の提案



社会保障分野に係る地方６団体からの提案の概要

○ 対象額： 約９，４４０億円

○ 対象事業：
【特別会計事業関係： 約４８０億円】
○ 児童育成事業
○ 離職者等の職業訓練費 等

【施設整備関係： 約１，５８０億円】

○ 社会福祉施設の整備 （特別養護老人ホーム、障害者施設、保育所等）

○ 保健衛生施設の整備 （老人保健施設、精神障害者施設、市町村保健センター等）

○ 医療施設の整備 （へき地診療所、救命救急センター等） 等

【運営費、事業費関係： 約７，３９０億円】

○ ＳＡＲＳ、予防接種等の感染症対策 ○ エイズ対策等

○ 民間保育所運営費 ○ 障害児施設等の運営費
○ 延長保育、つどいの広場等 ○ 児童養護施設・乳児院等の措置費
○ 養護老人ホームの運営費 ○ 児童虐待対策・ＤＶ対策等
○ 在宅福祉事業費補助金（介護予防等） ○ 老人保健事業
○ へき地医療対策、救命救急センター ○ 母子家庭等自立支援対策
○ ホームレス対策、地方改善事業（隣保館等の運営費）

等



地方公共団体向け国庫補助負担金の状況

廃止・移譲すべきとされる補助・負担金（合計約９，４４４億円）

【施設整備関係】

○ 社会福祉施設の整備（特別養護老人ホーム、障害者施設、保育所等）

○ 保健衛生施設の整備（老人保健施設、精神障害者施設、市町村保健センター等）

○ 医療施設の整備 （へき地診療所、救命救急センター等） 等

【運営費、事業費関係】

○ 養護老人ホームの運営費 ○ 民間保育所の運営費 ○ 少子化対策、児童虐待対策

○ 介護予防事業 ○ 不妊治療対策、乳幼児健診事業 ○ 救命救急センター、へき地医療対策

○ 精神科救急医療システム ○ 感染症対策、エイズ対策、難病対策 ○ 母子家庭の就業・自立支援事業

○ ホームレス対策、地方改善事業（隣保館等の運営費） 等

国民健康保険

３４，９３２億円

（２９．３％）

老人医療

２５，４３４億円

（２１．３％）

介護

１６，７９７億円

（１４．１％）

生活保護

１７，１０７億円

（１４．３％）

児童手当

４，０６８億円

（３．４％）

児童扶養手当

３，０１３億円

（２．５％）

合計 １１９，２８８億円
（平成１６年度予算ベース）

「移譲対象としない」との提案が
されているもの （８５．０％）

廃止・移譲すべきとされる補助・負担金

９，４４４億円 （７．９％）
その他補助・負担金

８，４９３億円 （７．１％）

〔原爆被爆者対策〕
○ 原爆被爆者手当交付金
〔障害者対策〕
○ 障害者施設支援費
○ 障害者更生医療費
○ 身体障害児医療費
○ 特別障害者手当負担金
○ 精神障害者の医療費
○ 障害者在宅支援費
○ 身体障害者デイサービス事業費
○ 精神障害者社会復帰施設運営費
〔感染症対策〕
○ 結核医療費
〔特定疾患対策〕
○ 小児慢性疾患医療費
○ 難病医療費
〔公共投資関係〕
○ 水道施設整備 等

その他補助・負担金の主な事業



地方６団体の提案の問題点

提案は、介護費用、老人医療費、国民健康保険医療費、生活保護費等の負担金に関しては
具体案を示さないという基本的問題がある一方、少子化対策等に係る補助負担金と裁量的補
助金の全般を廃止することとしているが、次のような問題がある。

(1) 国民の安心と安全を守るべき社会保障について、一定水準のサービスをどの地域においても
格差なく保障するという国の責任が果たせなくなる。

(2) 毎年の介護・医療の給付費の相当部分が国税や労使の保険料で賄われているにも関わらず、
介護施設の整備や生活習慣病対策の補助金などが廃止された場合には、国はこれらの給付費

の適正化について責任を果たせなくなる。

(3) 本年6月に少子化社会対策大綱が策定され、来年度から次世代育成支援対策推進法に基づく
10ヵ年計画が実施されるなど、国を挙げて少子化対策に取り組もうとしている矢先にも関わ
らず、国が施策の実施について責任を果たせなくなる。

(4) 障害者施策については、入所施設の運営費のうち18歳までの障害児は地方が、18歳以降の障
害者は国が、それぞれ担うということでは、支援の一貫性が分断される。

(5) SARS対策などの健康危機管理、電子カルテ導入などの先駆的・モデル的取組の実施や検討に
ついて、国が責任を果たせなくなる。

(6) 事業主拠出金など租税財源でない国庫補助金も廃止移譲対象としているが、これは今回の趣
旨にそぐわない。



障害保健福祉に係る提案の概要
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（平成１２年～１６年度） 〔大蔵・自治・厚生３大臣合意〕

※１７年度以降も５年単位で全国的に計画的整備を推進

（平成１２年～１６年度） 〔大蔵・自治・厚生３大臣合意〕

※１７年度以降も５年単位で全国的に計画的整備を推進

ゴールドプラン２１に基づく介護サービス提供量を確
保できるよう計画的に介護保険施設等の整備を行う。

ゴールドプラン２１

（平成１５年度～１９年度）（平成１５年度～１９年度）

「新障害者基本計画」に沿って、重点的に実施する施
策及び達成目標を定め、これに基づき、障害者福祉
サービスの基盤整備を図る。

新障害者プラン

（平成１２年度～１６年度）（平成１２年度～１６年度）

働き方、保育サービス、相談・支援体制、母子保健等
の重点的施策の具体的実施計画を定め、少子化対策を
推進する。

新エンゼルプラン

（平成１７年度から１０か年）（平成１７年度から１０か年）

「生活習慣病対策の推進」と「介護予防の推進」の２
つのアプローチにより、国民の健康寿命を２年程度伸
ばすことを目指す。

健康フロンティア戦略

【廃止対象となる補助負担金に係る主な事務事業】
○特別養護老人ホーム、介護老人保健
施設等の整備 939億円
○介護予防事業 400億円
○保健事業（健康診査、健康教育等） 293億円
合計 ２，１８０億円(H16) → ２２０億円(H16)

【廃止対象となる補助負担金に係る主な事務事業】
○マンモグラフィの緊急整備事業 79億円
○介護予防拠点の整備 225億円
○保健事業（健康診査、健康教育等） 293億円
○市町村介護予防試行（モデル）事業 170億円
合計 １，１３０億円(H17要求) → ３７０億円(H17要求）

【廃止対象となる補助負担金に係る主な事務事業】
○低年齢児の受け入れの拡大 1769億円
○多機能保育所等の整備 131億円
○延長保育の推進 318億円
○小児救急医療支援の推進 17億円
合計 ２，４７０億円(H16) → ９億円(H16)

【廃止対象となる補助負担金に係る主な事務事業】
○障害者（児）施設の整備 54億円
○重症心身症児（者）通園事業 26億円
○小規模通所授産施設の運営費 28億円
（身体障害者・知的障害者）
合計 １，４３０億円(H16) → １，２９０億円(H16)

地方６団体提案の国家的事業への影響（例）

〔大蔵、文部、厚生、労働、建設、自治６大臣合意〕

〔障害者施策推進本部決定（※）〕

※１７年度から新プラン策定予定

〔平成１７年度要求〕

（※）総理以下全閣僚で構成。内閣に設置



待機児童数の地域間の偏在
（都道府県別人口１万人当たり待機児童数　１６．４．１）
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保育所の待機児童の地域格差
〔参考１〕

○ 「待機児童ゼロ作戦」に基づき、保育所、

預かり保育等を活用し、受入児童数の増加
（平成14年度：5.4万人 平成15年度5.8万人）
を図っているが、都市部を中心として根強い
保育需要が存在し、本年４月において２万４
千人の待機児童が存在。
○地域間の偏在も大きく、全待機児童の８割が

５０人以上の待機児童を抱える９５市町村に
存在。

（参考）全待機児童に占める割合
待機児童数上位３０市町村 ：４９％
待機児童が５０人以上の９５市町村：７７％

現状

○国の基本政策として、少子化対策に強力に取り組むことが必要。
○特に保育対策は少子化対策の中核であり、待機児童の解消に向けて、国が推進する
「待機児童ゼロ作戦」に基づき、引き続き国が責任を持って保育所の整備等を推進してい
くことが必要。

国の存立にも関わる少子化問題にしっかり対応していくためには・・・国の存立にも関わる少子化問題にしっかり対応していくためには・・・



   〔 参考 ２ 〕 

 

公立保育所運営費一般財源化後の保育料の状況 
 

 
平成１５年度 平成１６年度 

平成１７年度 

（予定） 

保育料引き上げ 
市町村数 

 

 

２３３ 

 

 

 

２５４ 

 

 

３６８ 

うち、公立保育
所運営費予算の
減少を理由とす
る市町村数 

 

 

 

１１５ 

 

 

１７３ 

45.2％ 
47.0％ 

（注）回答市町村数２７９６市町村 

○ 平成１６年度及び１７年度に

おいて、保育料の引き上げ又は

引き上げを予定している自治

体のうち、公立保育所の運営に

係る配分予算の減少を理由と

して挙げた自治体が５割弱。 
 
平成１６年９月に都道府県、指定 
都市及び中核市を通じて全国 
市町村を対象に調査 



介護施設整備の地域格差と介護費用との関係
〔参考３ 〕

施設利用率と給付費水準の関係

○　施設利用率と平均給付額は、極めて強い相関関係が見られる。

施設利用率と高齢者１人当たり給付月額　平成15年10月
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○介護費用は、当該地域からの保険料だけでなく、第２号保険料や税を通じて全国民で負担するこ
とから、ある地域における過剰な施設整備は、その後の運営費コストを通じ、長期にわたり全国
に波及することになる。
○介護費用を広く国民全体で賄っていく仕組みを前提とすれば、施設整備についても、国が一定の
関与を行うことが必要。

介護基盤の適切な整備を進め、介護費用を適正化していく介護基盤の適切な整備を進め、介護費用を適正化していくためには・・・ためには・・・

○都道府県別の施設利用率（施設利用

者数／第１号被保険者数）と高齢者
１人当たり給付費の関係を見ると、
・施設利用率が高い沖縄県や徳島県

は給付費が約24,000円
・施設利用率が２．５％を下回る埼
玉県や千葉県は給付費が
約14,000～15,000円

となっている。

現状

（注）施設サービス給付費は介護費用全体の５２％を
占めており、地域の施設整備水準と給付費の水
準には極めて強い相関関係がある。



厚生労働省の対応の方向



厚生労働省の対応の方向厚生労働省の対応の方向

・ 厚生労働省としては、「基本的な考え方」に沿って、地方６団体提案に
ついて検討を行ってきた。

・ 地方６団体提案の国庫補助負担金のうち一部については廃止の方向で検
討するが、大部分については既に明らかにしたような様々な問題点があ
り、廃止することは困難である。地方公共団体の自主性・裁量性にでき
る限り配慮しつつ、国において実施することが適当である。

・ したがって、代替案を提示することとし、社会保障制度の今後の在り方
を踏まえ、また、地方の役割を強化することで一層的確な運営が図られ
得るものとして、次の事業における国庫負担の見直しを行っていくこと
としたい。

○国民健康保険

○生活保護

○児童扶養手当



予防段階 急性期 ～ 慢性期 介護段階

国民健康保険における都道府県の役割の強化

１ 基本方針の具体化に当たっては、以下のような取組が必要
（１）総合的な医療費適正化の推進総合的な医療費適正化の推進
医療費を誰がどう負担するかの議論だけでなく、まずは住民の生活の質（ＱＯＬ）

を向上させるとともに医療費の適正化を図るための総合的な取組の推進が不可欠

・・ 保険者の再編・統合保険者の再編・統合

・・ 高齢者医療制度の創設高齢者医療制度の創設

健康増進計画 医療計画 介護保険事業支援計画
今後の方向 今後の方向 今後の方向

健康づくり、発症予防 効率化（医療機関間の連携、 介護との連携、在宅医療の
重症化・合併症予防 平均在院日数の減） 推進等による受け皿整備

いずれも都道府県が作成主体

都道府県の役割の強化が必要

医療保険制度改革に関する基本方針（平成１５年３月２８日閣議決定）



２ 都道府県の役割・責任の強化のための国保における都道府県負担の導入

都道府県に対し都道府県の医療費の適正化や保険料の平準化における役割・責任を強都道府県に対し都道府県の医療費の適正化や保険料の平準化における役割・責任を強

化する化するため、国民健康保険における財政調整機能の付与等を行うとともに、ため、国民健康保険における財政調整機能の付与等を行うとともに、国保の給付費国保の給付費

に対するに対する都道府県負担を新たに導入都道府県負担を新たに導入する。する。

都道府県を中心とした医療費の適正化や保険運営の広域化への
第一歩

（２）医療費の地域差の縮小と保険料の平準化医療費の地域差の縮小と保険料の平準化
保険運営の広域化を推進するため、市町村間の医療費の地域差の縮小と

保険料の平準化が必要

「都道府県は、国民健康保険事業の運営が健全に行われるように、必要な指導を
しなければならない。」（国保法第４条第２項）とされており、都道府県の役割の
強化が必要。

平成１６年度予算ベース

給付総額 約６５，９００億円

国庫負担額 約３４，９００億円

国庫負担割合 約１／２

（療養給付費負担金・調整交付金等の
１０／１０）



生活保護制度における地方自治体の役割の強化

経済的な給付に加え、地方自治体が自主性・独自性を生かした自立・就労支援を実施する制度に転換

→地方の役割・責任の拡大に対応し、生活保護の費用負担割合を見直す

１．生活保護制度の現状

○ 経済的給付が中心

○ 国が給付水準等を設定し、地方が保護の適用や保護費の算定等を実施

○ 負担割合は、国 ３/４、地方（都道府県・市） １/４

○ 給付総額 約２２，８００億円 国庫負担額 約１７，１００億円 (平成１６年度予算ベース)

問題点

①経済的な給付のみでは、被保護
者の抱える様々な問題への対応に
限界

②保護の長期化を防ぐための取組
が不十分

③担当職員個人の経験、人数等に
依存する実施体制にも限界

現状

（１）被保護世帯の抱える問題は多様

・精神疾患等の傷病、ＤＶ、虐待、元ホームレス等

・社会的きずなが希薄

（２）保護受給期間が長期にわたる者が少なくない

・受給期間が長期化すると廃止率が低下

（３）地方自治体の実施体制にも問題

・担当職員の配置不足、経験の不足

・実施上の問題も保護率の地域格差の一因



２．見直しの方向性

○ 経済的な給付に加え、地方自治体が自主性・独自性を生かして自立・就労支援を実
施する制度に転換

新しい生活保護制度

◇自立支援プログラムの導入

（１）地方自治体が自主性・独自性を生かして自立・就労支援メニューを整備する

（２）被保護者に対してそれぞれの状況に応じたプログラムへの参加を指導する

（３）被保護者が参加を拒否する場合には、地方自治体の判断により、保護の停
廃止等を実施できることとする

◇アウトソーシングの推進や事務実施に係る裁量の拡大

３．国と地方の役割・費用負担の見直し

地方自治体の役割・責任が拡大（地方自治体の自主性・独自性を生かす自由度も拡大）

国と地方の費用負担割合の見直し



 
 

児童扶養手当制度に関する地方自治体の役割の強化

 １．就業・自立支援の必要性、現状の問題点
 

○ 母子家庭施策については、母子家庭の増加等母子家庭をめぐる状況の変化を受けて、平成１４年度に母子及び寡

婦福祉法等を改正し、現在、「児童扶養手当中心の支援」から「就業・自立に向けた総合的な支援」へと施策の転換

を図りつつあるところ。 
 
 
 就業・自立に向けた 

総合的な支援 

○ 平成１５年７月には、「母子家庭の母の就業の支援に関する特別措置法」も成立。 

○ また、児童扶養手当の受給開始後５年経過後に手当額を一部減額する措置を導入。 
  この減額の割合については、今後、「改正法施行後における子育て・生活支援策、就労支援策、養育費確保策、

経済的支援策等の進展状況」等を踏まえて政令で定め、平成２０年度から適用することとされている。 

転換の方向 

児童扶養手当 
中心の支援  

 
 
 
 
 
 
 
 しかしながら、現状は・・・ 

母子家庭の就業・自立支援に特に力を入れる必要  

 
母子家庭の就業・自立に向けた総合的な支援においては、住民や地域社会に近い地方自治体の期待される役割は大。

しかし、実際の取組みは全体に低調であり、地域間格差も大きい。  
 



  
２．今回の見直しの考え方 

 

平成１６年度予算ベース 
給付総額     約４，０００億円 
国庫負担額   約３，０００億円 
国庫負担割合 ３／４ 

 

 
 

国と地方の費用負担割合の見直し 

地方自治体の役割・責任が拡大 （地方自治体の自主性・独自性を生かす自由度も拡大） 

②負担割合の見直し 

《見直しの方向》 

 

 

 

 

 

 

①就業・自立支援策の地方自治体の役割と裁量を拡大 

 

 

○ 就業・自立支援策の地方自治体の裁量を拡大 
自立支援教育訓練給付、自立支援センター等で行う母子家庭の母の講習など、自立の促進に関

する事業についての裁量の拡大 
○  また、母子家庭の母の状況に応じた自立支援プログラムの策定を地方自治体が行うこととし、それに

応じた各人の取組みが不十分な場合には、地方自治体の判断により児童扶養手当の支給停止等を実施で

きることとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




